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平成28年度
予算額

事業費（千円） 第2回提示案（6/24） 検証方法 第１回提示（2/3） 第2回提示案（6/24） 検証方法 第１回提示（2/3）

◆事業の完成検査

1,050

◆府内産材コーディネーター
　　　　H28：１０人育成

　（森林経営リーダー
　　　　H29～H31：３４人育成）

◆実績の確認 ➤森林経営従事者
　34人育成

➤府内産材の生産・流通コー
　ディネーター
　10人育成

➤持続的な森林管理により、
　森林を健全な状態で維持
　保全
➤川上から川下までの関係
　者による横断的　な連携体
　制の構築により、府内産材
　の利用　（とりわけ内装材と
　して）を促進

19,401

◆搬出体制（年間3,000㎥程度）
　　の構築に向けた事務局の設置
　　（H28:100㎥　　　・　H29：300㎥
　　　H30：1,000㎥　・　H31：3,000㎥）
　　　※未利用材搬出用機材の貸
　　　　　与及び木質バイオマス利
　　　　　用事業者とのマッチング

◆活動状況を周知
　　　・地域協議会等の場：５回

◆実績の確認 ➤未利用材搬出用機械の貸
　与や技術指導、木質バイオ
　マス利用事業者とのマッチ
　ング等を行う窓口の設置

◆未利用材の継続的・安定的
　　な活用の実現
　　・森林所有者をはじめとする
　　　関係者の理解度の向上
　　・3,000㎥の未利用材の搬出

◆森林所有者、活動参加者へ
　　のアンケートの実施

◆実績の確認

➤搬出活動への参加者数の
　拡大を図り、年間3,000㎥
　規模の搬出体制を構築し、
　未利用材のバイオマス利
　用を促進

➤災害時に流出のおそれの
　ある林地残材の除去により
　森林を健全化

75,300

◆幼稚園・保育園など子育て
   施設の内装等木質化を支援
　  　・３０（１５０）園
　　　・４５（２２５）㎥を活用

◆木育リーダーの登録
　　　　　　　　　　　　３０(１５０)人

◆実施した園数

◆使用木材量の確認

◆登録人数・活動実績の確認

➤150園の内装等を木質化す
　るとともに、各園の木育リー
　ダーを登録

➤4年間でおおさか材450㎥
　（原木換算で900㎥）の消費
　　[1園当たり3㎥使用した
　　場合の試算]

◆木育活動の推進
　　・府民の木材利用に関する
　　 理解度の向上

◆利用者（園児、保護者、
  　施設職員等）へのアンケート
　　の実施

◆木育リーダーへのアンケート
　　の実施

➤園児や保護者の木材に対
　する理解を深め、その波
　及効果による府内産材の
　更なる消費喚起が図ら
　れる。

➤身近にある森林資源の
　循環利用を促進することに
　より、森林を健全な状態で
　維持保全

事業実績　【毎年評価】  ※　数字は28年度計画、（）内数字は4年間の合計 ４年間の事業実施後に
期待される森林の効果

事業効果　【H30年・H32年に評価】

➤4,800haの人工林を持続的
　な森林管理により森林を
　健全な状態で維持保全
➤集約化団地から
　8,000㎥/年の木材を供給
➤府内の経済波及効果として
　約20億円／年の生産誘発
　額と約110人／年の労働
　誘発量が期待

➤人家（約5,200戸（約1万3千
　 人））、公共施設等（約120
　箇所）の保全

➤森林危険情報マップや
　防災教室での啓発による
　安全意識の向上

➤災害による約200億円の
　経済的損失の未然防止

➤国道･府道（2０路線）の
　保全

➤年間、約6,000万台の自動
　車の安全な通行の確保

➤災害による約50億円の
　経済的損失の未然防止

◆森林経営計画の達成度
　　・間伐実績の確認
　　・木材供給量の確認
　　・府内産材取扱い事業者
　　　数の確認

◆木材供給量の確認

◆「協定締結数」の確認
　　　（締結した森林所有者数）

◆３４箇所、４，８００haの森林
　 の健全化
　
　

森林環境整備事業の評価指標（案）

321,000

➤4,800haの人工林を集約化
　し、基盤施設を整備
　・基幹作業道の耐久性向上
　・木材集積土場の整備

298,000

254,515

事業名

主要道路沿いにおける
倒木対策事業
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み

子育て施設木のぬくもり
推進事業

◆事業の完成検査

自
然
災
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ら
暮
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を
守
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み

人材育成

未利用木質
　　　　資源活用

持続的な森づくり推進
事業

　

　　　　　　　基盤づくり

◆土石流・流木対策
　　　８（３０）危険地区
　　　１７０ha（７５０ha）
　　　　・治山ダム　１２（６０）基
　　　　・森林整備　２２（１２０）ha
　　　　・流木対策
　　　　　　　　　1,170（4,500）ｍ
 
◆減災対策
　　　・森林危険情報マップの
　　　　作成　　　　８（３０）箇所

　　　・防災教室　８（３０）回

危険渓流の流木対策事
業

◆危険地区の安全の向上
　　　・危険地区（Aランク、保全
　　　　対象２０戸以上）全て
　　　　概成

◆府民の減災意識の向上
   　　・対象者の８割

➤30箇所（750ha）の森林の
　健全化

➤30箇所で森林危険情報
　マップ作成、防災教室の
　開催

➤90箇所（150ha）の森林の
　健全化

◆府内主要道路の通行の
　　安全化

◆基幹作業道の舗装
　　　　　8,600（35,200）ｍ

◆集積土場の整備
　　　　　13（60）箇所

◆事業の完成検査

◆成果品、実施回数の確認

◆倒木対策の実施
　　　・１１（２０）路線
　　　・病害虫等対策
　　　　　　　　　３８ha（１5０ha）

◆危険地区の効果検証
　  ・対象区（対策未実施区）
　　　との倒木比較調査
　　・植生回復調査
　　・土壌の浸透能調査
　　・土砂移動量調査

　
◆アンケートの実施
　　（H29年度末に実施）

◆主要道路沿いの森林の
　　効果検証
　　　・病害虫の発生状況
　　　・竹の再発生状況
　　　・伐採率（７割以内）
　　　　※７割以上の場合は補植

　
◆倒木に起因する
　　  通行止めの発生回数
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